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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期
第３四半期
累計期間

第44期
第３四半期
累計期間

第43期

会計期間

自平成25年
　７月１日
至平成26年
　３月31日

自平成26年
　７月１日
至平成27年
　３月31日

自平成25年
　７月１日
至平成26年
　６月30日

売上高 （千円） 13,571,864 10,517,408 18,647,437

経常利益又は経常損失(△) （千円） △111,006 △252,286 155,007

四半期純損失（△）又は当期純利

益
（千円） △101,482 △49,389 122,927

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） 68 1,145 10,219

資本金 （千円） 867,500 867,500 867,500

発行済株式総数 （千株） 13,312 13,312 13,312

純資産額 （千円） 2,372,072 2,557,106 2,609,867

総資産額 （千円） 15,037,136 11,787,118 11,292,107

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり四半期（当

期）純利益金額

（円） △7.82 △3.80 9.48

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 15.8 21.7 23.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,407,399 △632,373 994,301

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △239,174 547,245 △73,844

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 407,430 127,018 △772,466

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,136,281 750,506 708,616

 

回次
第43期
第３四半期
会計期間

第44期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成26年
　１月１日
至平成26年
　３月31日

自平成27年
　１月１日
至平成27年
　３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 9.58 9.67

 (注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

　　　　　ついては記載しておりません。

　　　２．売上高には、消費税は含んでおりません。

　　　３．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

　　　　　ません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、または、締結等はありません。

 

 

 

 

EDINET提出書類

工藤建設株式会社(E00282)

四半期報告書

 4/23



３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　　　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や金融緩和政策を背景に、企業収益の改善や、

雇用・所得環境の持ち直しがみられるなど、景気は緩やかな回復基調にあるものの、円安に伴う原材料価格の高騰、

消費税増税前の駆け込み需要の反動等による個人消費の停滞等、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　　　建設・不動産業界におきましては、公共投資、民間投資ともに増加基調にあるものの、受注競争の激化に加えて、

建設技能労働者の不足による労務単価の上昇や建設資材価格の高止まりなど、依然として厳しい経営環境が続いてお

ります。また個人住宅でも、各種住宅取得促進施策として、すまい給付金制度や住宅ローン減税の拡充等が実施され

ましたが、顧客の住宅購入意欲は低調に推移しております。

　　　介護業界におきましては、次期介護保険制度改正に向けて、将来世代に負担を先送りせず、持続可能な制度とする

べく、様々な施策の検討がなされております。その一方で、高齢者人口の増加に伴い介護サービスの需要は年々増加

しており、サービスの担い手である人材の確保が重要な課題となっております。

 

　　　このような経営環境における、当社の第３四半期累計期間における業績は、売上高105億17百万円（前年同期比

22.5％減）、営業損失１億81百万円（前年同期は営業利益1百万円）、経常損失2億52百万円（前年同期は経常損失1

億11百万円）、四半期純損失は49百万円（前年同期は四半期純損失1億1百万円）となりました。

 

　　　セグメントの業績は次のとおりです。

　　　なお、セグメント利益（損失）は四半期損益計算書における営業利益（損失）に対応しております。

 

　①　建設事業

 

　　　建設部門では、大型物件の引き渡しがあったことや、リノベーション工事が順調だったため、完成工事高、営業利

益ともに順調に推移しました。しかしながら戸建住宅部門においては、依然として消費税増税前の駆け込み需要の反

動による売上減少の影響に加えて、労務不足による労務単価・建築資材価格の上昇による利益率の低下もあり、完成

工事高、営業利益ともに計画を大きく下回りました。

　　　以上の結果、当事業の売上高は53億74百万円（前年同期比32.1％減）、営業利益は1億6百万円（前年同期比28.1％

減）となりました。

 

　②　不動産販売事業

 

　　　不動産販売部門では、当期の販売プロジェクト計画はなく、売上は基本的に仲介手数料のみとなりました。

　　　以上の結果、当事業の売上高は13百万円（前年同期比95.7％減）、営業利益は6百万円（前年同期比88.4%減）とな

りました。

 

　③　建物管理事業

 

　　　建物管理部門においては、修繕工事関係についての受注は大規模修繕工事を中心に順調に推移し、売上もほぼ計画

通り推移しましたが、利益率が計画を下回りました。また、家賃管理部門においては、一括借上げ物件の空室率を引

き続き低水準に抑えたものの、入居促進キャンペーン等に係る原価増加もあり、賃貸事業の利益が計画を下回りまし

た。全体として、売上高・営業利益ともに、計画を下回る結果となりました。

　　　以上の結果、当事業の売上高は25億9百万円（前年同期比8.5％減）、営業利益は1億24百万円（前年同期比32.1％

減）となりました。

 

　④　介護事業

 

　　　介護部門では、一昨年開設したフローレンスケア溝の口の稼働率は82%まで改善いたしました。しかしながら、フ

ローレンスケアたまプラーザをはじめとする近隣施設での反動減が続いており、有料老人ホーム11施設の稼働率は

86％で、低迷が長期化しております。

　　　以上の結果、当事業の売上高は26億19百万円（前年同期比1.1％増）、営業損失は1億9百万円（前年同期は営業損

失72百万円）となりました。
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（２）資産、負債及び純資産の状況

　　（資産の部）

　 　　当第３四半期会計期間末における資産の残高は、117億87百万円（前事業年度末残高112億92百万円）となり4億

95百万円増加しました。その主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等が２億31百万円増加、未成工事支出金

が６億６百万円増加し、差入保証金が１億80百万円減少したことにあります。

 　（負債の部）

　 　　当第３四半期会計期間末における負債の残高は、92億30百万円（前事業年度末残高86億82百万円）となり５億

47百万円増加しました。その主な要因は、未成工事受入金が４億70百万円増加、短期借入金が４億５百万円増加

し、長期借入金が２億99百万円減少したことにあります。

 　（純資産の部）

　 　　当第３四半期会計期間末における純資産の残高は、25億57百万円（前事業年度末残高26億９百万円）となり52

百万円減少しました。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　 　　当第３四半期累計期間における現金同等物は７億50百万円（前第３四半期累計期間は21億36百万円）となりま

した。

　 　　当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 　（営業活動におけるキャッシュ・フロー）

　 　　営業活動の結果使用した資金は、６億32百万円（前第３四半期累計期間は14億７百万円獲得）となりました。

主な減少要因は未成工事支出金の増加額６億６百万円であります。

　　（投資活動におけるキャッシュ・フロー）

　 　　投資活動の結果獲得した資金は、５億47百万円（前第３四半期累計期間２億39百万円使用）となりました。主

な増加要因は収用補償金の受取額３億78百万円、定期預金の払戻による収入２億64百万円、主な減少要因は定期

預金の預入による支出２億18百万円であります。

　　（財務活動におけるキャッシュ・フロー）

　 　　財務活動の結果獲得した資金は、１億27百万円（前第３四半期累計期間４億７百万円獲得）となりました。主

な増加要因は短期借入金の増加による収入４億５百円、長期借入金の借入による収入７億円であり、主な減少要

因は長期借入金の返済による支出８億56百万円であります。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　 　　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　 　　特記すべき事項はありません。

 

（６）主要な設備

　 　　当第３四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計画の著し

い変動はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 44,000,000

計 44,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年５月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,312,200 13,312,200
東京証券取引所

市場第二部
単元株式数　1,000株

計 13,312,200 13,312,200 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年１月１

日～　　　　　平成

27年３月31日

― 13,312,200 ― 867,500 ― 549,500

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

　載することができないことから、直前の基準日（平成26年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

　す。

 

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

　無議決権株式 ― ― ―

　議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

　議決権制限株式（その他） ― ― ―

　完全議決権株式（自己株式等）
　（自己保有株式）

　普通株式    342,000
―

　権利内容に何ら限定

　のない当社における

　標準となる株式

　完全議決権株式（その他） 　普通株式 12,921,000 12,921 同上

　単元未満株式  普通株式     49,200 ― 同上

　発行済株式総数            13,312,200 ― ―

　総株主の議決権 ― 12,921 ―

 

      （注）　単元未満株式には当社所有の自己株式15株が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

　所有者の氏名又

　は名称
所有者の住所

自己名義所有
株式数（株）

 他人名義所有

　株式数（株）

　所有株式数の

　合計（株）

 発行済株式総数に
 対する所有株式数
 の割合（％）

工藤建設株式会社

 神奈川県横浜市青

 葉区新石川四丁目

 33番地10

342,000 ― 342,000 2.57

計 ― 342,000 ― 342,000 2.57

 

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

 第63号。以下、「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設

　省令第14号）に基づいて作成しております。

　　なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について

　　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成27年１月１日から平成

27年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年７月１日から平成27年３月31日）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年６月30日)
当第３四半期会計期間
(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,334,194 1,330,700

受取手形・完成工事未収入金等 833,253 1,065,077

未成工事支出金 1,167,189 1,773,241

不動産事業支出金 389,057 418,030

貯蔵品 31,608 31,771

その他 402,972 518,989

貸倒引当金 △7,565 △7,654

流動資産合計 4,150,709 5,130,156

固定資産   

有形固定資産   

土地 1,509,344 1,418,438

その他 1,021,167 858,422

有形固定資産合計 2,530,511 2,276,860

無形固定資産 138,078 96,568

投資その他の資産   

差入保証金 3,500,659 3,320,420

その他 1,080,166 1,067,976

貸倒引当金 △108,018 △104,864

投資その他の資産合計 4,472,807 4,283,531

固定資産合計 7,141,398 6,656,961

資産合計 11,292,107 11,787,118

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 956,569 1,136,305

短期借入金 440,000 845,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 934,304 ※１ 1,076,804

1年内償還予定の社債 56,000 28,800

未払法人税等 74,039 5,912

未成工事受入金 1,151,539 1,621,759

完成工事補償引当金 77,285 83,166

賞与引当金 － 58,447

その他 647,217 585,547

流動負債合計 4,336,955 5,441,743
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年６月30日)
当第３四半期会計期間
(平成27年３月31日)

固定負債   

社債 70,400 41,600

長期借入金 ※１ 2,485,216 ※１ 2,186,013

預り保証金 1,706,359 1,524,088

退職給付引当金 50,802 －

その他 32,506 36,566

固定負債合計 4,345,284 3,788,267

負債合計 8,682,239 9,230,011

純資産の部   

株主資本   

資本金 867,500 867,500

資本剰余金 549,500 549,500

利益剰余金 1,223,605 1,143,471

自己株式 △87,592 △88,011

株主資本合計 2,553,012 2,472,459

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 56,854 84,646

評価・換算差額等合計 56,854 84,646

純資産合計 2,609,867 2,557,106

負債純資産合計 11,292,107 11,787,118
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成25年７月１日
　至　平成26年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高   

完成工事高 ※ 8,602,269 ※ 5,850,087

不動産事業等売上高 2,379,878 2,048,148

介護事業売上高 2,589,716 2,619,172

売上高合計 13,571,864 10,517,408

売上原価   

完成工事原価 7,782,183 5,102,113

不動産事業等売上原価 2,124,099 1,838,612

介護事業売上原価 2,449,404 2,505,778

売上原価合計 12,355,687 9,446,504

売上総利益   

完成工事総利益 820,085 747,973

不動産事業等総利益 255,778 209,536

介護事業総利益 140,312 113,394

売上総利益合計 1,216,176 1,070,903

販売費及び一般管理費 1,214,720 1,252,561

営業利益又は営業損失（△） 1,456 △181,657

営業外収益   

受取利息 8,512 6,200

受取配当金 4,527 4,524

保険解約返戻金 － 7,980

助成金収入 3,887 4,311

その他 4,394 4,836

営業外収益合計 21,321 27,852

営業外費用   

支払利息 112,099 87,993

その他 21,685 10,487

営業外費用合計 133,784 98,480

経常損失（△） △111,006 △252,286

特別利益   

固定資産売却益 － 5,701

収用補償金 － 378,772

特別利益合計 － 384,474

特別損失   

減損損失 － 3,188

固定資産除却損 － 183,551

資産除去債務履行差額 － 1,363

その他 － 5,363

特別損失合計 － 193,467

税引前四半期純損失（△） △111,006 △61,278

法人税、住民税及び事業税 10,435 9,936

法人税等調整額 △19,960 △21,826

法人税等合計 △9,524 △11,889

四半期純損失（△） △101,482 △49,389
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成25年７月１日
　至　平成26年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △111,006 △61,278

減価償却費 110,752 107,753

貸倒引当金の増減額（△は減少） 370 △3,065

賞与引当金の増減額（△は減少） - 58,447

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,789 -

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 13,818 5,881

受取利息及び受取配当金 △13,039 △10,724

支払利息 112,099 87,993

前払年金費用の増減額（△は増加） - △2,122

固定資産売却損益（△は益） - △5,701

固定資産除却損 - 183,551

減損損失 - 3,188

収用補償金 - △378,772

資産除去債務履行差額 - 1,363

売上債権の増減額（△は増加） △41,175 △232,558

未成工事支出金の増減額（△は増加） △287,051 △606,051

不動産事業支出金の増減額（△は増加） 142,423 22,000

仕入債務の増減額（△は減少） 110,338 179,736

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,260,994 470,219

不動産事業受入金の増減額（△は減少） △1,500 2,000

預り保証金の増減額（△は減少） 29,008 △182,270

その他 260,461 △75,529

小計 1,581,704 △435,941

利息及び配当金の受取額 7,205 4,870

利息の支払額 △117,274 △94,603

法人税等の支払額 △64,236 △106,698

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,407,399 △632,373

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 78,200 264,018

定期預金の預入による支出 △230,842 △218,635

有形固定資産の取得による支出 △66,525 △19,277

有形固定資産の売却による収入 - 45,634

有形固定資産の除却による支出 - △67,855

収用補償金の受取額 - 378,772

資産除去債務の履行による支出 - △3,380

投資有価証券の取得による支出 △3 △2

長期貸付金の回収による収入 20,000 958

差入保証金の回収による収入 12,725 173,150

その他 △52,729 △6,138

投資活動によるキャッシュ・フロー △239,174 547,245

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） 900,000 405,000

長期借入れによる収入 537,500 700,000

長期借入金の返済による支出 △907,439 △856,703

社債の償還による支出 △57,600 △56,000

自己株式の取得による支出 △163 △418

配当金の支払額 △64,867 △64,860

財務活動によるキャッシュ・フロー 407,430 127,018

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,575,655 41,890

現金及び現金同等物の期首残高 560,626 708,616

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,136,281 ※ 750,506
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

　（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業

員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金

額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り扱いに従って、当第３

四半期累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。

　この結果、当第３四半期累計期間の期首の退職給付引当金が50,802千円減少し、前払年金費用が1,925千円計

上されるとともに、利益剰余金が34,115千円増加しております。また、当第３四半期累計期間の損益に与える影

響は軽微であります。
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（四半期貸借対照表関係）

※１ 財務制限条項

前事業年度（平成26年６月30日現在）

①当社は金融機関３社からなるシンジケート団との間で、返済期限を平成29年２月28日とするシンジケー

ト契約を締結しており、当事業年度末現在481,000千円の借入残高があります。この契約には、下記の財

務制限条項が付されております。当該条項に抵触した場合は、契約上のすべての債務について期限の利

益を喪失する可能性があります。

(ⅰ)連結貸借対照表および単体の貸借対照表における株主資本の部の金額を、当該決算期の直前の決算

期末日の金額または平成18年６月期の金額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

(ⅱ)連結損益計算書および単体の損益計算書上の経常損益につき２期（但し、中間期は含まない。）連

続して損失を計上しないこと。

なお、第38期事業年度より連結貸借対照表及び連結損益計算書を作成しておりませんが、上記の内容は

契約書の文言通りに記載しております。

 

②当社は、(株)三菱東京UFJ銀行との間で、返済期限を平成29年３月31日とする個別金銭消費貸借契約を締
結しており、当事業年度末現在84,200千円の借入金残高があります。この契約には、下記の財務制限条
項（ⅰ）から（ⅲ）が付されております。当該条項に抵触した場合は、利息の支払及び元本の返済が以
下の条件に従うこととなります。

　 利息の支払
　　財務制限条項の（ⅰ）から（ⅲ）に定めるいずれか１項目以上に抵触した場合、本借入の利率は、原
契約の「利率」の規定にかかわらず、各年度決算期の末日から３ヶ月後の応当日の翌日以降、最初に到
来する利息支払日の翌日（当該日を含む。）から、翌年の年度決算期の末日から３ヶ月後の応当日の翌
日以降、最初に到来する利息支払日（当該日を含む。）までの期間につき、以下の通り変更するものと
する。

　　変更後の「利率」＝原契約の「利率」＋（抵触項目数×0.2%）

　 元本の返済

　　財務制限条項の（ⅰ）から（ⅲ）に定めるいずれかの同一項目に２期連続して抵触した場合、本借入

の元本の返済金額は、原契約の規定にかかわらず、各年度決算期の末日から３ヶ月後の応当日の翌日以

降最初に到来する元本返済日（当該日を含む。）から、原契約に定める各元本返済日における返済金額

に1.67を乗じた金額に変更するものとする。

(ⅰ)借入人は各年度決算期の末日における借入人の単体の貸借対照表において、株主資本の金額を、平成

23年６月期の年度決算期の末日における株主資本の金額又は前年度決算期の末日における株主資本の

いずれか大きい方の75%以上に維持すること。

(ⅱ)借入人は各年度決算期の末日における借入人の単体の損益計算書において、営業損益及び経常損益の

金額をゼロ円以上に維持すること。

(ⅲ)借入人は各年度決算期の末日における借入人の単体の損益計算書及び単体の貸借対照表において、以

下の計算式の基準値が20を上回らないこと。但し、以下の計算式におけるキャッシュ・フローがゼロ

又は負の数値となる場合は、基準値が20を上回ったものとみなす。

     基準値＝総有利子負債額÷キャッシュ・フロー

注1 総有利子負債額＝総有利子負債－正常運転資金－現預金（但し、当該計算式＜０の場合は、正常運転

資金＝０として計算）

注2　総有利子負債＝短期借入金、1年内返済長期借入金、1年内償還社債、長期借入金、コマーシャルペー

パー及び社債（新株予約権付社債含む。）の合計

注3　正常運転資金＝受取手形（割引・裏書譲渡手形を除く。）＋完成工事未収入金＋不動産事業未収入金

＋介護事業未収入金＋未成工事支出金＋不動産事業支出金＋貯蔵品－支払手形（設備支払手形を除

く。）－工事未払金－不動産事業未払金－未成工事受入金－不動産事業受入金

   （但し、当該計算式＜０の場合は、正常運転資金＝０として計算）

注4　キャッシュ・フロー＝経常損益－法人税等充当額－配当＋減価償却費

 

③当社は金融機関２社からなるシンジケート団との間で、返済期限を平成31年６月30日とするシンジケー

ト契約を締結しており、当事業年度末現在675,000千円の借入残高があります。この契約については、下

記の財務制限条項が付されております。当該条項に抵触した場合は、契約上のすべての債務について期

限の利益を喪失する可能性があります。

(ⅰ)単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期末日の金額または平成

24年６月期末の金額のいずれか大きい方の75%以上に維持すること。

　(ⅱ)単体の損益計算書上の経常損益につき２期連続して損失を計上しないこと。
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当第３四半期会計期間（平成27年３月31日現在）

①当社は金融機関３社からなるシンジケート団との間で、返済期限を平成29年２月28日とするシンジケー

ト契約を締結しており、当第３四半期会計期間末現在444,000千円の借入残高があります。この契約に

は、下記の財務制限条項が付されております。当該条項に抵触した場合は、契約上のすべての債務につ

いて期限の利益を喪失する可能性があります。

(ⅰ)連結貸借対照表および単体の貸借対照表における株主資本の部の金額を、当該決算期の直前の決算

期末日の金額または平成18年６月期の金額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

(ⅱ)連結損益計算書および単体の損益計算書上の経常損益につき２期（但し、中間期は含まない。）連

続して損失を計上しないこと。

なお、第38期事業年度より連結貸借対照表及び連結損益計算書を作成しておりませんが、上記の内容は

契約書の文言通りに記載しております。

 

②当社は、(株)三菱東京UFJ銀行との間で、返済期限を平成29年３月31日とする個別金銭消費貸借契約を締
結しており、当第３四半期会計期間末現在7,500千円の借入金残高があります。この契約には、下記の財
務制限条項（ⅰ）から（ⅲ）が付されております。当該条項に抵触した場合は、利息の支払及び元本の
返済が以下の条件に従うこととなります。

　 利息の支払
　　財務制限条項の（ⅰ）から（ⅲ）に定めるいずれか１項目以上に抵触した場合、本借入の利率は、原
契約の「利率」の規定にかかわらず、各年度決算期の末日から３ヶ月後の応当日の翌日以降、最初に到
来する利息支払日の翌日（当該日を含む。）から、翌年の年度決算期の末日から３ヶ月後の応当日の翌
日以降、最初に到来する利息支払日（当該日を含む。）までの期間につき、以下の通り変更するものと
する。

　　　変更後の「利率」＝原契約の「利率」＋（抵触項目数×0.2%）

　 元本の返済

　　財務制限条項の（ⅰ）から（ⅲ）に定めるいずれかの同一項目に２期連続して抵触した場合、本借入

の元本の返済金額は、原契約の規定にかかわらず、各年度決算期の末日から３ヶ月後の応当日の翌日以

降最初に到来する元本返済日（当該日を含む。）から、原契約に定める各元本返済日における返済金額

に1.67を乗じた金額に変更するものとする。

(ⅰ)借入人は各年度決算期の末日における借入人の単体の貸借対照表において、株主資本の金額を、平成

23年６月期の年度決算期の末日における株主資本の金額又は前年度決算期の末日における株主資本の

いずれか大きい方の75%以上に維持すること。

(ⅱ)借入人は各年度決算期の末日における借入人の単体の損益計算書において、営業損益及び経常損益の

金額をゼロ円以上に維持すること。

(ⅲ)借入人は各年度決算期の末日における借入人の単体の損益計算書及び単体の貸借対照表において、以

下の計算式の基準値が20を上回らないこと。但し、以下の計算式におけるキャッシュ・フローがゼロ

又は負の数値となる場合は、基準値が20を上回ったものとみなす。

     基準値＝総有利子負債額÷キャッシュ・フロー

注1 総有利子負債額＝総有利子負債－正常運転資金－現預金（但し、当該計算式＜０の場合は、正常運転

資金＝０として計算）

注2　総有利子負債＝短期借入金、1年内返済長期借入金、1年内償還社債、長期借入金、コマーシャルペー

パー及び社債（新株予約権付社債含む。）の合計

注3　正常運転資金＝受取手形（割引・裏書譲渡手形を除く。）＋完成工事未収入金＋不動産事業未収入金

＋介護事業未収入金＋未成工事支出金＋不動産事業支出金＋貯蔵品－支払手形（設備支払手形を除

く。）－工事未払金－不動産事業未払金－未成工事受入金－不動産事業受入金

   （但し、当該計算式＜０の場合は、正常運転資金＝0として計算）

注4　キャッシュ・フロー＝経常損益－法人税等充当額－配当＋減価償却費

 

③当社は金融機関２社からなるシンジケート団との間で、返済期限を平成31年６月30日とするシンジケー

ト契約を締結しており、当第３四半期会計期間末現在573,750千円の借入残高があります。この契約につ

いては、下記の財務制限条項が付されております。当該条項に抵触した場合は、契約上のすべての債務

について期限の利益を喪失する可能性があります。

(ⅰ)単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期末日の金額または平成

24年６月期末の金額のいずれか大きい方の75%以上に維持すること。

　(ⅱ)単体の損益計算書上の経常損益につき２期連続して損失を計上しないこと。

 

 

 

 

※２　偶発債務
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　当社が加入する「神奈川県建設業厚生年金基金」は、平成26年２月25日開催の代議員会で特例解散の方

針を決議いたしました。これにより、当該解散による損失の発生が予想されますが、代行部分積立不足額

が未確定であるため、当社に係る影響額は、引き続き状況の把握に努めておりますが、現時点では合理的

に算定することができません。
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（四半期損益計算書関係）

　　　※　前第３四半期累計期間（自　平成25年７月１日　至　平成26年３月31日）及び当第３四半期累計期間

（自　平成26年７月１日　至　平成27年３月31日）

　　　　当社の売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第３、第４四半期会

計期間に集中しているため、第１、第２四半期会計期間における売上高に比べ第３、第４四半期会計期間の売

上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期累計期間
（自　平成25年７月１日
至　平成26年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成26年７月１日
至　平成27年３月31日）

現金預金勘定 2,949,058千円 1,330,700千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金等 △812,776 △580,194

現金及び現金同等物 2,136,281 750,506

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成25年７月１日　至　平成26年３月31日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(千円）

1株当たり

配当金(円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年９月27日

定時株主総会
普通株式 　　　64,867 　　　5.0 平成25年６月30日 平成25年９月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成27年３月31日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(千円）

1株当たり

配当金(円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年９月26日

定時株主総会
普通株式 　　　64,860 　　　5.0 平成26年６月30日 平成26年９月29日 利益剰余金

 

（金融商品関係）

　 　　　四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

　　　　 四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　　　　 四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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（持分法損益等）

 
前事業年度

（平成26年６月30日）
当第３四半期会計期間
（平成27年３月31日）

関連会社に対する投資の金額 23,100千円 23,100千円

持分法を適用した場合の投資の金額 143,452 142,507

 

 
前第３四半期累計期間
（自　平成25年７月１日
至　平成26年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成26年７月１日
至　平成27年３月31日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額 68千円 1,145千円

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成25年７月１日　至　平成26年３月31日）

　　　　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計 調整額(注）１

四半期損益計

算書計上額

（注）２ 建設事業
不動産販

売事業
建物管理事業 介護事業

売上高        

（1）外部顧客

への売上高
7,919,595 318,656 2,743,894 2,589,716 13,571,864 － 13,571,864

（2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ － － － － － －

計 7,919,595 318,656 2,743,894 2,589,716 13,571,864  13,571,864

セグメント利益

又は損失（△）
148,401 56,250 183,880 △72,979 315,551 △314,095 1,456

（注）1. セグメント利益又は損失（△）の調整額△314,095千円は、各報告セグメントに配分していない全

　　　 　社費用であり主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　 ２.セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失と調整をおこなっております。

 

　　　　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　　　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成27年３月31日）

　　　　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計 調整額(注）１

四半期損益計

算書計上額

（注）２ 建設事業
不動産販

売事業
建物管理事業 介護事業

売上高        

（1）外部顧客

への売上高
5,374,923 13,607 2,509,704 2,619,172 10,517,408 － 10,517,408

（2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ － － － － － －

計 5,374,923 13,607 2,509,704 2,619,172 10,517,408 － 10,517,408

セグメント利益

又は損失（△）
106,680 6,499 124,815 △109,134 128,862 △310,519 △181,657

（注）1. セグメント利益又は損失（△）の調整額△310,519千円は、各報告セグメントに配分していない全

　　　 　社費用であり主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　 ２.セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失と調整をおこなっております。

 

　　　　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　　　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　　　　　　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

　　　　　　（のれんの金額の重要な変動）

　　　　　　　該当事項はありません。

 

　　　　　　（重要な負ののれん発生益）

　　　　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 平成25年７月１日
至 平成26年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成27年３月31日）

　１株当たり四半期純損失金額（△） △7円82銭 △3円80銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △101,482 △49,389

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） △101,482 △49,389

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,973 12,971

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また潜在株式

　　　　　が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年５月11日

工　藤　建　設　株　式　会　社

 取　締　役　会　御　中

 

　有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水　上　亮比呂　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙　木　政　秋　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている工藤建設株式会

社の平成26年７月１日から平成27年６月30日までの第44期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年１月１日から平成27

年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年７月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、工藤建設株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第３四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　　　(注)１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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